
高度成長期時代に社会的ニーズに応えるため集中

的に整備されたわが国の社会資本は，今後２０年間で

建設後５０年以上経過する施設の割合が半数程度にな

ると言われています。

社会資本全体の老朽化が急速に進行していく中

で，厳しい財政事情のもと，適切・効率的な維持管

理が社会資本整備における重要なテーマになってい

ます。

こうした中，国土交通省では，社会資本の維持管

理にあたって，これまでの「事後的管理」から「予

防保全的管理」に転換する戦略的な維持管理を推進

しています。

今回の特集では，国土交通省の河川，道路，下水

道，港湾，官庁施設などの各分野で取り組まれてい

る戦略的維持管理を目的とした施策と，自治体にお

ける先進的な事例として「青森県橋梁長寿命化修繕

計画」を紹介します。



１． はじめに

我が国の社会資本は，高度経済成長期を

中心に社会的ニーズに応じて着実に整備が

進められてきた。その結果，国民の生活・

経済活動を支えるとともに，地域の安全を

確保する基盤として大きな役割を果たして

いる。

しかし，近年，整備されてきた社会資本

について，建設後相当の期間を経過するケ

ースが増えつつあり，老朽化に伴う障害事

例が多くなっている。例えば，道路橋で通

行規制が行われたり，下水道の老朽化によ

り道路陥没が発生したりという障害が生じ

ている（写真―１）。

かつて米国では，１９７０年代から１９８０年代

にかけて，１９３０年代のニューディール政策

により大量に整備された社会資本の老朽化

が進む中で適切な維持管理・更新投資がな

されず，悪路や欠陥橋梁の増加により，経

済的・社会的に大きな損失がもたらされ

た。

一方，我が国においても，高度成長期を

中心に整備した社会資本について，今後２０
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年間で建設後５０年以上経過する施設の割合が半数

程度となり，社会資本全体の老朽化が急速に進行

することが想定される（図―１）。

適切な維持管理・更新を行わなければ，安全性

が大きく損なわれるおそれがある。このため，今

後の社会資本の維持管理に当たっては，これまで

の大規模な損傷が起こってから対応する「事後的

管理」ではなく，早期に損傷を発見し，事故や大

規模な修繕に至る前に対策を行う「予防保全的管

理」へ転換することを目的とした戦略的な維持管

理を推進する必要がある（図―２）。

２． 戦略的な維持管理の取り組み

戦略的な維持管理の推進に当たり，その施設の

多くは地方公共団体が管理しているところである

が，実施に当たり課題となることは，

� 財政的に実施が困難という「資金面」の課題

� 専門的技術がない，または不足しているとい

う「技術面」の課題

� 土木技術者など点検を実施する技術者がいな

いという「人材面」の課題

が挙げられる。このため，これらの観点からの取

り組みが不可欠である。

� 資金面での取り組み

社会資本の戦略的な維持管理を進めるため，施

設の長寿命化に関する計画の策定等を推進する必

要がある。国が管理する道路橋や河川管理施設，

港湾施設について，計画の策定を進めているとこ

ろであるが，地方公共団体が管理する社会資本に

ついても，その取り組みを支援するため補助制度

を創設しているところである。

また，併せて今後の国の長寿命化における支援

対象は，一定の年数が経過した施設や，長寿命化

計画に基づき適切に維持管理されている施設に限

定するという考えも盛り込み戦略的な維持管理を

推進する考えである（図―３）。

� 技術面での取り組み

戦略的な維持管理を進めるに当たっては，対象

施設の点検を行い，その健全度の評価を行い，劣

化予測を行う必要がある。また，この結果に基づ

図―１ 高齢化する社会資本
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図―２ 予防保全的管理

図―３ 長寿命化計画等の支援制度
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き，長寿命化に関する計画を策定し，補修や補強

などの対策を実施する必要がある。

これら，すべての項目について，技術的な取り

組みを進め，より効率的でコストのかからない方

策の検討を進める必要がある。非破壊試験等の効

率的な点検に関する技術開発や既存施設の長寿命

化を図るための補修工法の技術開発など技術開発

の取り組みをより一層推進するような取り組みを

図る必要がある（図―４）。

� 人材面での取り組み

社会資本の点検や診断，補修・補強に当たり，

維持管理に特有の知見や判断能力を有する高度な

専門技術者を養成する必要がある。例えば，岐阜

県では，岐阜大学に「社会資本アセットマネジメ

ント技術研究センター」を設置し，岐阜県および

企業との連携による人材養成を実施しているよう

である。

このように，産官学連携による取り組みを行う

など，人材面での取り組みを推進する必要があ

る。

３． さいごに

厳しい財政制約のもと，維持管理・更新投資が

拡大していくと見込まれる中で，適切な維持管理

と，新たなニーズに対応した新設投資のバランス

をどのようにとるかについて，十分な検討が必要

であると思われる。

特に，戦略的な維持管理を進めていくに当たっ

ては，ライフサイクルコストが最小となるよう計

画的な補修を推進することが必要である。

図―４ 技術開発の取り組み
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